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の概要 

【背景】近年、高齢化に伴い大腿骨近位部骨折を含む脆弱性骨折は増加しており、その予防

は健康寿命延伸や介護医療費抑制の観点から重要な課題となっている。骨粗鬆症治療継続に

おける大きな問題の一つが通院負担であり、整形外科以外の内科等のかかりつけ診療所によ

る診療はその解決策となりうる。しかし、自治体規模でかかりつけ診療所の骨粗鬆症診療実

態を調査した報告はなかった。 

【目的】本研究では、新潟市内かかりつけ診療所における骨粗鬆症診療の実態を調査し、普

及に向けた課題と解決策を検討した。 

【方法】新潟市医師会会員の内科系・婦人科系診療所を対象に、2023 年度および 2024 年度

にアンケート調査を実施した。 

【結果】回答率はアンケート調査 1 で 15.2%、調査 2 で 13.1%と低く、当初予定していた統

計学的解析に十分な標本数は得られなかった。しかし、下記のことが明らかになった。 

・回答施設の 90.2%が何らかの形で骨粗鬆症診療に関与していること 

・二次性骨折予防継続管理料 3 の保険収載によって診療方針が変化した施設は 4.9%に留ま

ること 

・診療上の不安として「薬剤選択」「効果判定」が多く挙げられる一方、「収益性」を問題視

する施設は少数であること 

【考察】これらの結果から、骨粗鬆症診療普及には診療報酬のみでは不十分であり、整形外

科との連携体制構築が重要であると考えられた。特に、専門性を要する薬剤選択や効果判定

を整形外科が支援し、かかりつけ診療所が継続治療を担う体制整備が有効と考えられた。 

【社会実装】本研究の目的は、課題の抽出、解決策の提示であったが、本研究成果をもとに、

新潟市医師会骨粗鬆症委員会と協力して「新潟市医師会骨粗鬆症連携マップ」を作成し、社

会実装を進めている。本マップでは、各施設で使用可能な骨粗鬆症治療薬や骨密度測定機器

の有無などを Web上で容易に検索でき、地域連携の活性化が期待される。医師会には、協力

施設の増加と情報更新を継続し、地域における骨折予防、健康寿命延伸、介護医療費抑制を

達成することを期待する。 

 

 




